
 本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にありがとうございます。

 本日は、「2021年3月期第3四半期決算および通期予想」、「セグメントの状況」、「来期に
向けた取り組み」について説明いたします。

 まず、第3四半期決算および通期予想について説明します。4ページをご覧ください。







 まず、連結決算の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う鉄道旅客運輸収入の減
や、JR九州ドラッグイレブンの持分法適用会社への変更の影響などにより、対前年約37％の減
である2,024億円となりました。

 今期は緊急的措置として営業費用の削減に取り組んでいるものの、営業収益の大幅な落ち込み
を補えないため、186億円の営業損失となりましたが、EBITDAは17億円とプラスに転じまし
た。

 結果として、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年で469億円の減益となり、116億
円の純損失となりました。

 次のページをご覧ください。



 四半期ごとの決算推移を表しております。

 第３四半期単独では、当社事業全般に回復基調が継続したほか、徹底したコストマネジ
メントにより、連結営業利益が黒字に転換するなど、概ね堅調に推移しました。

 次に、通期業績予想及び配当予想について説明します。8ページをご覧ください。







 通期業績予想及び配当予想については、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言が発出
され、先行きに不透明感はありますが、第３四半期までの状況を踏まえ、11月4日公表の予想
から変更しておりません。当社としては、目標としているコスト削減に引き続き取り組み、今
後の動向に注視しながら、必要によっては追加のコスト削減も視野に入れてまいります。

 次に、セグメントの状況について説明します。13ページをご覧ください。











 各事業ともに、第３四半期の前半は感染拡大の落ち着きもあり回復基調にありましたが
、11月下旬以降は感染拡大の懸念に伴う外出を控える動きが広がり、年末にかけてご
利用が減少しました。

 1月には、九州においても、福岡県に緊急事態宣言が発出された他、一部の県でも自治
体独自の宣言が行われ、運輸サービスセグメントをはじめとして鉄道事業と相関性の高
い不動産・ホテル、流通・外食セグメントにおいて影響が拡大しています。

 鉄道事業において一部の列車で運休を拡大した他、駅ビルの営業時間短縮、一部のホテ
ル・旅館で臨時休館、外食店舗の営業時間短縮などを実施しており、外出・移動の自粛
によりお客さまのご利用は減少しております。

 既に、緊急事態宣言も３月７日までの延長が決まりましたが、お客さま・従業員の安全
を最優先に考えながら、今後の動向を注視してまいります。

 次に、来期に向けた取り組みについて説明します。21ページをご覧ください。

















 新型コロナウイルス感染症の収束は現時点をもっても見通せませんが、当面の間、鉄道旅客運
輸収入がコロナ禍前に戻らないと覚悟した上で、サステナブルな事業運営のためには、鉄道事
業の黒字化およびキャッシュフローの改善が重要な経営課題と認識しています。

 そのためには、固定費割合の大きい鉄道事業やホテル事業における更なるコスト削減や新たな
収益獲得への挑戦、九州地域の成長に向けた取り組みなど、当社グループの長期的な成長に欠
かすことのできない構造改革を進める必要があります。

 今回は、特に改善の緊急性が高い鉄道事業に関して、コスト面３つの取り組み、収益面２つの
取り組みについて、進捗状況をお伝えします。次のページをご覧ください。



 まず、コスト面の1つ目の取り組みとして、「BPR戦略」です。

 今期は、単体で140億円を目標に、主として緊急的かつ応急的なコストの削減に取り組んでい
ます。

 固定費割合が大きい鉄道事業においてコスト削減は容易ではありませんが、来期以降を見据え
て、収入がコロナ禍前に戻らなくても、安定的に利益を創出し得る業務運営体制の再構築が必
要です。

 まずは、鉄道の長い歴史の中で、形骸化していた制度や業務がないか、業務や仕様の更なる標
準化ができないか、といった観点において、昨年12月に立ち上げたプロジェクトチームを中心
に徹底的な見直しを行い、今期末までにコスト構造改革のロードマップを策定します。

 既存施策の延長だけでなく、現場作業の効率化といった現場主導のボトムアップ施策、組織の
スリム化といったマネジメント主導のトップダウン施策を双方向から推進し、安定的な黒字化
に必要なコスト削減を目指します。

 次のページをご覧ください。



 ２つ目のコスト面の取り組みとして、「デジタル技術の活用」です。

 グルーヴノーツ様の量子コンピューティング技術等を活用して、車両の運用を最適化す
る検証を始めました。最適化の結果、必要な車両の数が減れば、車両の維持や老朽更新
といったコストの削減が可能になります。

 また、ダイヤを作成する作業は、人の経験に依存するところが多く、人材の確保は今後
の課題です。将来の課題を見通して、DX技術の活用を模索します。

 次のページをご覧ください。



 ３つ目のコスト面の取り組みとして、「ダイヤの見直し」です。

 現在、新型コロナウイルス感染症の収束は見通せず、平常時に直ちに戻ることが当面想定でき
ない状況です。そこで、交通ネットワークを維持しながら、効率的に運行を継続するため、お
客さまの需要に応じた柔軟なダイヤの見直しを実施します。

 ダイヤ改正により列車走行キロ対前年約5％の列車本数の削減により、動力費、修繕費、人件
費が減少することで、年間5億円程度のコスト削減効果が期待できます。

 今回、削減した列車は、需要の回復に応じて柔軟に列車を設定するなど、需要を取りこぼさな
い取り組みも行います。

 次のページをご覧ください。



 一方、収入を獲得する１つ目の取り組みとして、「割引きっぷの見直し」です。

 従来は割引率の高い窓口販売きっぷの展開により、他輸送機関への競争力を維持してきました
が、近年では、需給を価格に反映し得るネット販売の促進に注力してきました。

 今回、鉄道の収支改善をスピード感をもって行うため、他輸送機関への競争力を十分に踏まえ
ながら、割引きっぷの価格改定を行い、平均して8％の値上げを実施します。

 また、ネット販売と窓口販売のきっぷの割引率の差を大きくするとともに、窓口販売きっぷを
大幅に廃止することで、更なるネット販売シェアの拡大を推進し、生活様式の変化を考慮した
購入時の接触機会の低減や駅体制の効率化を図っていきます。

 次のページをご覧ください。



 最後に、「新幹線荷物輸送」です。

 新幹線の速達性・定時性という強みを活かし、新幹線車内の余剰スペースを活用することで、
新たな収益機会の獲得に繋がる取り組みを進めます。

 昨年12月には九州新幹線で直送した鹿児島県の特産品を博多駅で販売するトライアルを行いま
した。荷物輸送における課題は、駅の停車時間に効率よく荷物を積み下ろしする手法であり、
検証を進めていきます。

 また、佐川急便さまやJR西日本さまと連携した実証実験を行い、早期の実用化を目指して、取
り組みを進めてまいります。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




